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健康保険組合レセプトデータ分析による

がん患者の受療医療施設の分布
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目的 がん患者ががん診療連携拠点病院（以下，がん拠点病院）など，どの医療施設でどのような

治療を受けているのかを明らかにする必要があるが，がん患者の受療医療施設の分布やがん部

位，治療ごとの報告は乏しい。本研究では健康保険組合のレセプトデータを用いたがん患者の

受療医療施設と治療の分析により，がん患者の受療行動の現状を示す基礎資料を得る。

方法 日本医療データセンター（Japan Medical Data Center, JMDC）が構築した，複数の健康保

険組合のレセプトデータベースである JMDC Claims Database（対象者1,064,875人，2011年12
月時点）を用いた。2005年から2011年の間に，5 大がん（胃，大腸，肝臓，肺，乳房）でがん

治療を受けた患者を絞り込み，治療のうち最も時期の早いものを初回治療として治療内容（手

術，放射線治療，化学療法など），治療術式（開腹，腹腔鏡，全摘出，部分切除など）を分類

した。これらの治療を受けた医療施設を都道府県がん拠点病院，地域がん拠点病院，大・中病

院（100床以上），小病院（2099床），診療所（019床）の 5 つの医療施設群に分類し患者数，

各医療施設群の占める割合，平均年齢を求めた。さらに初回治療以降の治療も含む治療内容，

治療術式ごとに件数と各医療施設群の占める割合を算出した。

結果 治療を受けた 5 大がん患者は2,901人だった。がん拠点病院で初回治療を受けたがん患者の

割合は 5 大がん全体で43.9であり，肺がんの60.0で最も高く，大腸がんの31.3で最も低

かった。肝臓がん，肺がんの手術の多く（それぞれ67.6，61.9）ががん拠点病院で行われ

ていたのに対し，胃がん，大腸がん，乳がんではそれぞれ45.5，40.1，49.8にとどまっ

た。また，胃がん，乳がんで手術の9.4，9.3，胃がん，大腸がんで内視鏡治療の14.1，

40.6，乳がんで化学療法の11.4が小病院または診療所で行われていた。大腸がんと乳がん

では患者の平均年齢がそれぞれ54.8歳，48.6歳であったが，都道府県がん拠点病院ではそれぞ

れ51.4歳，46.6歳で，診療所ではそれぞれ53.2歳，45.0歳であり，その他の医療施設群に比べ

より年齢の若い患者が治療を受けている傾向にあった。

結論 健康保険組合レセプトデータによってがん患者の受療医療施設の分布を分析した本研究で

は，がん部位や治療内容，治療術式と年齢によってがん患者の受療医療施設の分布には違いが

あるというがん患者の受療行動の現状を示した。
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 緒 言

悪性新生物（以下，がん）は1981年からわが国の

死因第 1 位であり1)，日本人のがんの生涯罹患リス

クは男性で58.0，女性で43.1と推計されてい

る2)。急速な高齢化が進むわが国において，がんの

粗死亡率，粗罹患率とも年々上昇しており2)，国民

が適切で良質ながん医療を受けることができる機会

を確保してがんの死亡率を低下させることは公衆衛

生上の課題である。がん対策基本法（2006年制定）

に基づくがん対策推進基本計画では，がんによる死

亡者の減少（75歳未満の年齢調整死亡率の20減少）
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を全体目標に掲げている3)。この目標を達成するた

め，がんの予防および早期発見の推進やがん医療水

準の均てん化について定められ，がん診療連携拠点

病院（以下，がん拠点病院）が整備されるなど対策

が進められている。2013年 8 月時点でがん拠点病院

は都道府県がん拠点病院51病院と地域がん拠点病院

346病院（国立がん研究センター 2 病院を含む）が

指定されている4)。がん医療には予防，検診，診

断，治療，治療後のフォロー，緩和ケアなどの側面

があるが，その中でもがん拠点病院をはじめとした

がん治療の受療行動の分析はがん死亡率の低下に向

け重要である。

がん治療に関して，治療件数が多い医療施設ほど

がん患者の生存率が高いと国内外で報告5～9)されて

いる。がん拠点病院は指定要件で年間入院がん患者

数が1,200人以上であることが望ましい10)とされて

いて，その他の医療施設よりもがん治療件数が多

く，各地域においてがん治療の中核を担うことが期

待される。一方で患者の受療行動に関して，わが国

では医療施設を自由に受診することができる，いわ

ゆるフリーアクセスが特徴である。医療費も保険診

療で同じ診療行為であればどの医療施設でも同じに

なる。その結果，がん患者が診療を受ける医療施設

とその治療内容などの受療行動は複雑である。そこ

で，がん患者がどの医療施設でどのような治療を受

けているのかを明らかにする必要がある。

2010年度の全国のがん拠点病院現況報告と DPC
(Diagnosis Procedure Combination）対象病院データ

を用いた集計結果によれば，全がん部位の手術件数

と入院件数におけるがん拠点病院の件数が占める割

合はそれぞれ62.4，58.6とされている11)。しか

しながら，DPC 対象病院となっていない小規模の

病院や診療所などがん拠点病院でない医療施設（以

下，非がん拠点病院）でがん治療を受けている患者

も一定数存在すると考えられる。非がん拠点病院で

がん治療を受ける患者の割合や治療内容の特徴を含

め，がん部位と治療内容ごとにがん拠点病院，小規

模の病院や診療所で行われている治療に関しての報

告は乏しい。

そこで本研究は健康保険組合保険加入者（以下，

健保組合加入者）のレセプトデータを用い，わが国

に多い 5 大がん（胃，大腸，肝臓，肺，乳房）患者

の初回治療の受療医療施設についてがん拠点病院と

非がん拠点病院（病床規模別）に分類した分布，お

よび初回治療以降の治療も含む治療内容や治療術式

ごとの受療医療施設の分布の違いを明らかにし，手

術，内視鏡治療，放射線治療，化学療法などのがん

治療の受療行動に関する基礎資料を得ることを目的

とした。

 研 究 方 法

. 使用データ

JMDC Claims Database は株式会社日本医療デー

タセンター（Japan Medical Data Center, JMDC）

が構築した，複数の健康保険組合を対象としたレセ

プトデータベースである。対象となる健保組合加入

者は1,064,875人（2011年12月時点）であり，全国

に分布している。本研究では JMDC Claims Data-
base よりレセプトデータ傷病情報の ICD10（国際

疾病分類第10版，International Statistical Classiˆca-
tion of Diseases and Related Health Problems 10th
Revision）コードで悪性新生物を示す「C」から始

まるものとその疑いを含むレセプト，または「D00

D09」とその疑いを含むレセプトがある健保組合加

入者を抽出した。抽出されたのは167,102人であ

り，それらの健保組合加入者のレセプトデータを取

得した。取得したレセプトデータは性別や生年など

の患者属性が含まれる健康保険資格情報（167,102
件）とレセプトが発生した年月と医療施設属性（後

述）に関するレセプト基礎情報（4,933,910件），傷

病の情報（ICD10コード）が含まれる傷病情報

（18,981,930件），医療行為に関する診療行為情報

（2,679,737件），医薬品（医科，10,942,719件）と医

薬品（調剤，8,860,123件）の医薬品情報，各健保

組合加入者のレセプトデータが収集された期間を示

すデータ期間情報（167,102件）に分かれている。

レセプト基礎情報に含まれる医療施設属性の情報に

はデータを取得した2013年 1 月時点での病床数から

3 つに区分（100床以上，2099床，019床）された

病床情報と，がん拠点病院（都道府県，地域）であ

るかの情報が含まれている。医療行為に関する診療

行為情報に含まれる診療行為とは診療報酬において

手術，放射線治療，病理診断，画像検査，抗悪性腫

瘍剤局所持続注入，胃内視鏡検査，胃・十二指腸内

視鏡検査，大腸内視鏡検査，肺臓カテーテル法・肝

臓カテーテル法・膵臓カテーテル法，肝および腎の

クリアランステスト，その他の機能テストの情報で

ある。取得したレセプトデータには各健保組合加入

者とレセプトに固有の患者 ID とレセプト ID が付

与されており，これをもとに連結を行った。患者

ID とレセプト ID は本研究のために JMDC が付与

したものであり，他の情報と連結不可能であって個

人が特定されないように配慮されている。レセプト

データに含まれている診療行為に関して手術や内視

鏡治療などの治療については 5 大がん（胃，大腸，

肝臓，肺，乳房）に関するもの，放射線や医薬品に
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関しては標準的にがん治療に用いられるもののマス

タファイルを DPC データの分析をした先行研究を

参考に12)作成した。手術，内視鏡治療，肝動脈塞栓

術，肝臓ラジオ波熱凝固療法/マイクロ波凝固療法

（肝臓 RFA/MCT）は治療の対象臓器（胃，大腸，

肝臓，肺，乳房）がわかるようにした。本データ

ベースは順次，参加保険者を追加していった経緯が

あり，今回取得した健康保険組合数とデータ期間は

それぞれ 5 つの健康保険組合（2005年 1 月2011年
12月診療分， 61,995人）， 3 つの健康保険組合

（2008年 1 月2011年12月診療分，49,142人），6 つ

の健康保険組合（2009年 1 月2011年12月診療分，

31,166人），6 つの健康保険組合（2010年 1 月2011
年12月診療分，24,799人）であった。

本研究の実施にあたり，東京大学大学院医学系研

究科倫理委員会の承認（2010年 3 月15日，番号2955
）を受けた。

. 治療を受けたがん患者の特定

取得したレセプトデータからがんの治療と患者情

報を連結させ，5 大がんで治療を受けた患者を絞り

込んだ。図 1 に JMDC Claims Database より取得し

たレセプトデータから本研究対象の治療を受けたが

ん患者の絞り込みフローを示す。まず初めに，レセ

プトデータのうち診療行為情報の中から 5 大がんに

関する手術，内視鏡治療，肝動脈塞栓術，肝臓

RFA/MCT，放射線治療を抽出した。このとき，

手術，内視鏡治療，肝動脈塞栓術，肝臓 RFA/

MCT では治療の対象臓器と傷病情報の ICD10
コードによるがんの臓器が一致するもののみ選ん

だ。レセプトデータで医薬品（医科），医薬品（調

剤）の中からがん治療に関連する医薬品を抽出しそ

れぞれ化学療法，外来化学療法とした。同一患者に

同じ治療を複数回行っているものは初回のもののみ

選んだ。次に，これらの治療をがん治療と定義して

患者情報と連結し，いずれかの治療実績がある患者

のみを残した。がん患者が受けた治療のうち，最も

早い時期に行われた治療を初回治療とした。同じ月

に複数のがん治療が行われていた場合，手術，内視

鏡治療，放射線治療，肝動脈塞栓術，肝臓 RFA/

MCT，化学療法，外来化学療法の順に優先して初

回治療とした。

がん治療を受けた患者のうち傷病名に 5 大がんの

ICD10コード（胃がん C16，大腸がん C1820，肝

臓がん C22，肺がん C3334，乳がん C50）がつい

ていない患者および複数の 5 大がんの ICD10コー

ドがついている患者を除外し，5 大がんのうちのい

ずれか 1 つの ICD10コードがついている患者のみ

残した。保険資格取得年月や保険資格喪失年月の

データが完全な患者のみを残した。最後に，初回治

療とした治療が継続治療である可能性を除外するた

め，同一のがん患者に対し通常 6 か月以上治療を全

く実施しないことはないと考え，以下の手順を踏ん

だ。初回治療前 6 か月間にがん治療がなかったこと

を本研究で取得したレセプトデータ情報で確認でき

た患者のみを本研究対象の治療を受けたがん患者と

定義した（図 1）。
. 受療医療施設集計

がん拠点病院は2013年 1 月時点で厚生労働大臣か

ら指定された397病院とし，都道府県がん拠点病院

と地域がん拠点病院の区分を使用した。非がん拠点

病院は大・中病院（100床以上），小病院（2099床），

診療所（019床）の 3 つに分類し，計 5 つの医療施

設群に受療医療施設を分類した。

がん患者をがん部位別に層別化し，初回治療の受

療医療施設を 5 つの医療施設群に分類して患者数と

治療内容件数，医療施設数を集計した。また 5 大が

んのそれぞれのがん部位で手術，内視鏡治療，肝動

脈塞栓術，肝臓 RFA/MCT，放射線治療，化学療

法など標準的な治療（同じ治療が複数回行われてい

る場合は初回のもののみ）に関して，それぞれの治

療内容が行われた医療施設を上記と同様の医療施設

区分で集計した。手術と内視鏡治療について術式の

違い（全摘出，部分切除，開腹，腹腔鏡，胸腔鏡，

対象の腫瘍の大きさなど）により治療術式を分類

し，それぞれの治療が行われた医療施設を上記と同

様の医療施設区分で集計した。

. 統計解析

5 大がん別に層別化した初回治療の受療医療施設

の医療施設群別割合を算出し，受療医療施設ががん

拠点病院である割合を算出した。取得したレセプト

データでは患者の生年のみしかわからないため，全

員の誕生月日を 1 月 1 日と仮定して初回治療を受け

た時点での年齢を推定した。5 大がん別に各医療施

設群でがん患者の初回治療を受けた時点での平均年

齢と標準偏差を算出し，各医療施設群間で一元配置

分散分析（有意水準 5）を行った。初回治療を受

けた時点での年齢を2029歳，3039歳，4049歳，

5059歳，6069歳，7079歳，80歳以上に区分しが

ん部位ごとに分布を集計した。5 大がん別初回治療

の受療医療施設の分布と，初回治療も含めがん患者

が受けた各がん部位の標準的な治療内容（手術，内

視鏡治療，放射線治療，化学療法など）を，それぞ

れの治療が行われた医療施設について上記と同様の

医療施設区分で集計し，割合を算出した。手術と内

視鏡治療について術式の違いなどで細分化した治療

術式ごとに各医療施設群の占める割合を算出した。
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データの管理，分析および統計解析には Stata12/

MP を用いた。

 研 究 結 果

JMDC Claims Database において，2005年 7 月か

ら2011年12月の間に治療を受けた 5 大がん患者は

2,901人（胃がん549人，大腸がん936人，肝臓がん

123人，肺がん340人，乳がん953人）だった。がん

患者の初回治療の受療医療施設別患者数，平均年齢

および医療施設数を表 1 に示す。患者の平均年齢は

胃がん，肝臓がん，肺がんでそれぞれ56.2歳，58.9
歳，56.4歳であり，大腸がんと乳がんではそれぞれ

54.8歳，48.6歳で，都道府県がん拠点病院ではそれ

ぞれ51.4歳，46.6歳，診療所ではそれぞれ53.2歳，

45.0歳だった。大腸がんと乳がんでは患者の平均年

齢が最も高い医療施設群と低い医療施設群でそれぞ

れ4.1歳，4.4歳の差があり，一元配置分散分析の結

果医療施設群間での平均年齢に統計学的に有意な差

が認められ，都道府県がん拠点病院と診療所ではよ

り年齢の若い患者が治療を受けている傾向があった。
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表 5 大がん患者の初回治療の受療医療施設別患者数，平均年齢および医療施設数

がん拠点病院 非がん拠点病院

合 計 P 値†

都道府県 地 域 大・中病院
(100床以上)

小病院
(2099床)

診療所
(019床)

5 大がん合計

患者数（人）（) 259( 8.9) 1,014(35.0) 1,242(42.8) 170( 5.9) 216( 7.4) 2,901
年齢（歳）（SD) 51.1( 9.8) 53.6( 9.8) 54.0(10.0) 54.4( 9.9) 51.2(10.5) 53.4(10.0) ＜0.01
医療施設数 47 233 546 65 147 1,038

胃がん（C16）
患者数（人）（) 55(10.0) 192(35.0) 245(44.6) 46( 8.4) 11( 2.0) 549
年齢（歳）（SD) 55.1( 8.7) 56.1( 9.6) 56.7( 9.8) 55.3( 8.4) 56.2(10.8) 56.2( 9.5) 0.76
医療施設数 26 106 172 9 11 324

大腸がん（C1820）
患者数（人）（) 44( 4.7) 249(26.6) 419(44.8) 80( 8.5) 144(15.4) 936
年齢（歳）（SD) 51.4(10.5) 55.0( 9.8) 55.5( 9.7) 55.0(10.9) 53.2( 9.7) 54.8( 9.9) 0.02
医療施設数 24 128 271 34 107 564

肝臓がん（C22）
患者数（人）（) 12( 9.8) 49(39.8) 60(48.8) 2( 1.6) 0( 0) 123
年齢（歳）（SD) 56.1(12.1) 58.0( 8.6) 60.0( 8.7) 66.5(13.4) ― 58.9( 9.1) 0.28
医療施設数 10 37 43 2 0 92

肺がん（C3334）
患者数（人）（) 45(13.2) 159(46.8) 125(36.8) 8( 2.4) 3( 0.9) 340
年齢（歳）（SD) 54.6( 8.9) 57.2( 8.4) 55.8( 9.4) 60.4( 6.4) 58.0(14.5) 56.4( 8.9) 0.24
医療施設数 28 83 69 6 3 189

乳がん（C50）
患者数（人）（) 103(10.8) 365(38.3) 393(41.2) 34( 3.6) 58( 6.1) 953
年齢（歳）（SD) 46.6( 8.5) 49.1( 9.0) 49.2( 9.0) 49.4( 7.8) 45.0( 9.8) 48.6( 9.0) ＜0.01
医療施設数 28 152 238 20 28 466

† 一元配置分散分析 P＜0.05 P＜0.01
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がん患者の初回治療の受療医療施設ががん拠点病

院だった割合は43.9（都道府県がん拠点病院

8.9，地域がん拠点病院 35.0）だった。がん部

位別ではこの割合は，肺がんの60.0で最も高く，

大腸がんの31.3で最も低くがん部位によって差が

あった。肝臓がんと肺がんでは小病院と診療所合わ

せてそれぞれ1.6，3.3しか初回治療が行われて

いなかったのに対し，胃がん，大腸がん，乳がんで

は小病院と診療所合わせてそれぞれ10.4，23.9，

9.7の初回治療が行われていた（表 1）。年齢区分

別では 5 大がん患者の初回治療の受療医療施設がが

ん拠点病院だった割合は，4049歳で47.0，5059
歳で44.5，6069歳で41.5であり年代が上がる

ごとに徐々に低下傾向であった（図 2）。初回治療

内容別の件数は胃がん，肺がん，乳がんで手術，大

腸がんで内視鏡治療，肝臓がんで肝動脈塞栓術が最

も多かった（表 2）。
手術や内視鏡治療など標準的な治療内容別受療医

療施設の分布を表 3 に示す。肝臓がん，肺がんの手

術の多く（それぞれ67.6，61.9）ががん拠点病

院行われていたのに対し，胃がん，大腸がん，乳が

んではそれぞれ45.5，40.1，49.8にとどまっ

た。また，胃がん，乳がんで手術の9.4，9.3，

胃がん，大腸がんで内視鏡治療の14.1，40.6，

乳がんで化学療法の11.4が小病院または診療所で

行われており，がん拠点病院から小病院，診療所ま

で広く治療実績が分布していた。肝臓がん，肺がん

では各治療ともほとんどの患者ががん拠点病院か

大・中病院で治療を受けていた。肝臓がんではがん

拠点病院で手術が行われる割合が最も高く67.6で

あった。肺がんと乳がんの放射線治療についてがん

拠点病院で治療を受けた割合はそれぞれ64.0，

61.0だった（表 3）。手術と内視鏡治療について

術式の違いなどで細分化した治療術式について受療

医療施設の分布を表 4 に示す。胃がんの胃切除術と

内視鏡的早期悪性腫瘍粘膜下層剥離術（ESD）はが

ん拠点病院で治療を受けた割合がそれぞれ36.8，

47.5であり，小病院でもそれぞれ11.8，8.2の
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図 年齢階級ごとのがん患者の初回治療の受療医療施設分布（n＝患者数)
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実績があった。大腸がんでは内視鏡的ポリープ切除

術（長径 2 cm 未満）について小病院と診療所の小

規模医療施設で治療を受けた割合が44.8であり，

本研究で分析した治療術式の中で最も高かった。乳

がんでは乳房切除，乳房部分切除ともがん拠点病院

でそれぞれ52.4，48.8，小病院でそれぞれ4.0，

3.0，診療所でそれぞれ5.8，5.6と広く治療実

績が分布していたのが特徴であった（表 4）。

 考 察

がん患者が初回治療を受けた医療施設ががん拠点

病院だった割合は43.9であり，がん部位別では肺

がん（ 60.0），肝臓がん（ 49.6），乳がん

（49.1），胃がん（45.0），大腸がん（31.3）の

順にこの割合が高く，各がん部位におけるがん拠点

病院の治療の役割の大きさはがん部位により違いが

みられた。治療内容では肝臓がん，肺がんで手術の

60以上ががん拠点病院で行われており，小病院と



34

表 5 大がん患者の初回治療内容別受療医療施設分布（)

がん拠点病院 非がん拠点病院

合計
都道府県 地 域 大・中病院

(100床以上)
小病院

(2099床)
診療所

(019床)

胃がん（C16）
手術（胃) 32(10.3) 109(35.2) 141(45.5) 26( 8.4) 2( 0.6) 310
内視鏡治療（胃) 13( 8.7) 49(32.9) 66(44.3) 17(11.4) 4( 2.7) 149
放射線治療 0( 0) 4(100) 0( 0) 0( 0) 0( 0) 4
化学療法 8(10.8) 27(36.5) 34(45.9) 3( 4.1) 2( 2.7) 74
外来化学療法 2(16.7) 3(25.0) 4(33.3) 0( 0) 3(25.0) 12

大腸がん（C1820）
手術（大腸) 25( 5.9) 138(32.7) 230(54.5) 25( 5.9) 4( 0.9) 422
内視鏡治療（大腸) 11( 2.5) 84(19.2) 150(34.2) 53(12.1) 140(32.0) 438
放射線治療 0( 0) 2(33.3) 4(66.7) 0( 0) 0( 0) 6
化学療法 8(13.6) 20(33.9) 29(49.2) 2( 3.4) 0( 0) 59
外来化学療法 0( 0) 5(45.5) 6(54.5) 0( 0) 0( 0) 11

肝臓がん（C22）
手術（肝臓) 4(14.8) 14(51.9) 9(33.3) 0( 0) 0( 0) 27
肝動脈塞栓術（肝臓) 5( 8.1) 23(37.1) 32(51.6) 2( 3.2) 0( 0) 62
肝臓 RFA/MCT（肝臓) 0( 0) 7(43.8) 9(56.3) 0( 0) 0( 0) 16
放射線治療 0( 0) 0( 0) 2(100) 0( 0) 0( 0) 2
化学療法 3(18.8) 5(31.3) 8(50.0) 0( 0) 0( 0) 16

肺がん（C3334）
手術（肺) 23(14.6) 74(46.8) 60(38.0) 1( 0.6) 0( 0) 158
放射線治療 9(12.7) 36(50.7) 22(31.0) 3( 4.2) 1( 1.4) 71
化学療法 12(11.0) 49(45.0) 42(38.5) 4( 3.7) 2( 1.8) 109
外来化学療法 1(50) 0( 0) 1(50) 0( 0) 0( 0) 2

乳がん（C50）
手術（乳房) 72(10.1) 265(37.1) 306(42.9) 28( 3.9) 43( 6.0) 714
放射線治療 2( 6.9) 11(37.9) 15(51.7) 0( 0) 1( 3.4) 29
化学療法 28(14.4) 86(44.1) 65(33.3) 4( 2.1) 12( 6.2) 195
外来化学療法 1( 6.7) 3(20.0) 7(46.7) 2(13.3) 2(13.3) 15
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診療所などの小規模医療施設では手術の実績はほと

んどなかった。肝臓がんと肺がんは 5 年生存率が

30程度2)の予後が悪いがんであることから，がん

拠点病院を中心に専門の医療スタッフや設備の整っ

た大規模病院で手術を受けていると考えられる。肝

切除術/腹腔鏡下肝切除術や肺悪性腫瘍手術/肺切除

術（肺葉切除），胸腔鏡下肺切除術/胸腔鏡下肺悪性

腫瘍手術の各術式ともがん拠点病院と大・中病院で

行われており，がん拠点病院を中心に治療が行われ

ていた。一方で胃がんの手術と内視鏡治療，大腸が

んの内視鏡治療，乳がんの手術と化学療法は小病院

と診療所などの小規模医療施設でも一定の治療実績

があった。とくに大腸がんの内視鏡的ポリープ切除

術（長径 2 cm 未満）や乳がんの手術が小病院と診

療所などの小規模医療施設で治療されている割合が

他の治療に比べ高い。さらに診療所では年齢の若い

がん患者が治療を受けている傾向にあり，大規模病

院で治療を受けるより利便性が高いことや医療施設

間の紹介でなくがん患者自ら医療施設を選択し受診

したなどの理由が考えられる。こうした治療では非

がん拠点病院でも一定数のがん患者が治療を受けて

いることをふまえた上で，必要に応じてがん拠点病

院などにがん患者を紹介できる地域医療連携体制を

検討する必要がある。

都道府県がん拠点病院が 5 大がん患者の治療に占

める割合は8.9であった。治療内容に関して都道

府県がん拠点病院で手術を受けたがん患者の割合は

胃がん，肝臓がん，肺がん，乳がんで手術を受けた

患者のそれぞれ10.4，14.7，14.7，10.9で

10を超えていた。一方で，大腸がんでは5.3で

あり他のがん部位に比べ相対的にこの割合が低かっ

た。都道府県がん拠点病院51病院は都道府県ごとに

1 か所（宮城県，東京都，京都府，福岡県は 2 か所）

整備されており，他の病院よりもより広い範囲から
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表 5 大がん患者の標準的な治療内容別受療医療施設分布（初回治療を含む）（)

がん拠点病院 非がん拠点病院

合計
都道府県 地 域 大・中病院

(100床以上)
小病院

(2099床)
診療所

(019床)

胃がん（C16）
手術（胃) 34(10.4) 115(35.1) 148(45.1) 28( 8.5) 3( 0.9) 328
内視鏡治療（胃) 13( 8.7) 49(32.9) 66(44.3) 17(11.4) 4( 2.7) 149
化学療法 14( 8.9) 53(33.8) 78(49.7) 9( 5.7) 3( 1.9) 157

大腸がん（C1820）
手術（大腸) 27( 5.3) 176(34.8) 265(52.4) 34( 6.7) 4( 0.8) 506
内視鏡治療（大腸) 12( 2.5) 99(20.4) 177(36.5) 55(11.3) 142(29.3) 485
化学療法 19( 7.4) 78(30.2) 135(52.3) 20( 7.8) 6( 2.3) 258

肝臓がん（C22）
手術（肝臓) 5(14.7) 18(52.9) 11(32.4) 0( 0) 0( 0) 34
肝動脈塞栓術（肝臓) 5( 7.0) 30(42.3) 34(47.9) 2( 2.8) 0( 0) 71
肝臓 RFA/MCT（肝臓) 0( 0) 17(43.6) 21(53.8) 1( 2.6) 0( 0) 39
化学療法 7( 8.1) 34(39.5) 43(50.0) 2( 2.3) 0( 0) 86

肺がん（C3334）
手術（肺) 24(14.7) 77(47.2) 61(37.4) 1( 0.6) 0( 0) 163
放射線治療 18(14.8) 60(49.2) 38(31.1) 5( 4.1) 1( 0.8) 122
化学療法 32(14.7) 98(45.0) 81(37.2) 5( 2.3) 2( 0.9) 218

乳がん（C50）
手術（乳房) 90(10.9) 321(38.9) 337(40.8) 30( 3.6) 47( 5.7) 825
放射線治療 51(11.1) 229(49.9) 171(37.3) 2( 0.4) 6( 1.3) 459
化学療法 55(12.0) 174(38.0) 177(38.6) 16( 3.5) 36( 7.9) 458
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患者が来院していると報告されている13)。また，患

者の平均年齢でみると他の医療施設群と比較して，

より若い患者が都道府県がん拠点病院で治療を受け

ている傾向がある。都道府県がん拠点病院は各都道

府県のがん医療の地域医療連携の中核を担う役割を

期待されており，これらの特徴をふまえてがん部位

や治療内容ごとにさらなる診療機能強化，地域医療

連携体制の確保に向けた検討が必要である。地域が

ん拠点病院は大腸がんの内視鏡治療では治療に占め

る割合が相対的に他のがん部位に比べて低いもの

の，その他では各がん部位，各治療の約30から

50を担っている。がん部位別，治療内容や治療術

式によってがん拠点病院の占める割合が異なること

は，現在の各がん部位の学会認定専門医やがん拠点

病院でないが特定の部位のがんを専門とする病院，

大腸肛門科や乳腺科を標榜する診療所の分布の違い

を反映していると考えられる。すなわち，がん患者

は自らのがん部位の特徴に合わせ受療医療施設を積

極的に選択していると考えられる。

地域がん拠点病院は原則として二次医療圏ごとに

1 か所の整備を目標にされているが，がん拠点病院

がある医療圏は全医療圏の68であり11)，現状の二

次医療圏ではがん医療が完結されていないことが報

告されている14)。肺がんと乳がんの放射線治療を例

にとると，本研究の結果からこれらの治療はがん拠

点病院と大・中病院でほとんどが行われている。放

射線治療は医療施設が放射線治療機器を有すること

が必要なので，放射線治療を受けられる医療施設は

指定要件でリニアックなどの放射線治療機器の設置

が定められている10)がん拠点病院などに限られる。

したがってがん患者は放射線治療を受けるためには

がん拠点病院などで治療を受けることになる。こう

した場合，患者の居住する二次医療圏にがん拠点病

院がなくても，隣接する二次医療圏にがん拠点病院

やがん拠点病院に準ずる診療体制を有する病院があ

り，がん患者の居住地からの地理的なアクセス圏に

位置する場合は必ずしもがん患者の受療行動が制限

されていることにならないと考える。さらに，がん

拠点病院の指定には 5 大がんすべての診療体制が求

められるためがん拠点病院の指定を受けていないが

特定のがん部位を専門としている病院も存在すると

考えられ，こうした病院も各地域のがん診療体制を

検討する上で重要視する必要がある。一方で，本研

究で観察されたように治療によっては診療所など小

規模医療施設の方が治療の待ち時間などの点からが

ん患者にとって利便性が高いことも考えられる。し



36

表 5 大がん患者の手術と内視鏡治療の治療術式別受療医療施設分布（)

がん拠点病院 非がん拠点病院

合計
都道府県 地 域 大・中病院

(100床以上)
小病院

(2099床)
診療所

(019床)

胃がん（C16）
手術（胃）

胃全摘術 8(10.5) 30(39.5) 30(39.5) 7( 9.2) 1( 1.3) 76
胃切除術 11( 7.6) 42(29.2) 72(50.0) 17(11.8) 2( 1.4) 144
腹腔鏡下胃全摘術 1(11.1) 5(55.6) 3(33.3) 0( 0) 0( 0) 9
腹腔鏡下胃切除術 14(14.1) 38(38.4) 43(43.4) 4( 4.0) 0( 0) 99

内視鏡治療（胃）

内視鏡的胃，十二指腸ポリープ・粘膜切除
術（早期悪性腫瘍粘膜切除術)

1( 4.3) 3(13.0) 12(52.2) 7(30.4) 0( 0) 23

内視鏡的胃，十二指腸ポリープ・粘膜切除
術（早期悪性腫瘍粘膜下層剥離術)

12( 9.8) 46(37.7) 52(42.6) 10( 8.2) 2( 1.6) 122

内視鏡的胃，十二指腸ポリープ・粘膜切除
術（早期悪性腫瘍ポリープ切除術，その他)

0( 0) 0( 0) 2(50) 0( 0) 2(50) 4

大腸がん（C1820）
手術（大腸）

結腸切除術 11( 5.9) 57(30.8) 103(55.7) 14( 7.6) 0( 0) 185
直腸腫瘍摘出術/直腸切除・切断術 9( 7.6) 41(34.5) 60(50.4) 6( 5.0) 3( 2.5) 119
腹腔鏡下結腸悪性腫瘍切除術/腹腔鏡下結
腸切除術

4( 3.4) 42(35.6) 62(52.5) 10( 8.5) 0( 0) 118

腹腔鏡下直腸切除・切断術 3( 3.6) 36(42.9) 40(47.6) 4( 4.8) 1( 1.2) 84
内視鏡治療（大腸）

内視鏡的結腸ポリープ・粘膜切除術/内視
鏡的大腸ポリープ切除術（長径 2 cm 以上)

2( 1.7) 29(24.6) 54(45.8) 5( 4.2) 28(23.7) 118

内視鏡的結腸ポリープ・粘膜切除術/内視
鏡的大腸ポリープ切除術（長径 2 cm 未満)

10( 2.7) 69(18.6) 123(33.6) 50(13.7) 114(31.1) 366

肝臓がん（C22）
手術（肝臓）

肝切除術/腹腔鏡下肝切除術 5(14.7) 18(52.9) 11(32.4) 0( 0) 0( 0) 34
肺がん（C3334）

手術（肺）

肺悪性腫瘍手術/肺切除術（肺葉切除) 12(22.2) 24(44.4) 17(31.5) 1( 1.9) 0( 0) 54
胸腔鏡下肺切除術/胸腔鏡下肺悪性腫瘍手術 12(11.0) 53(48.6) 44(40.4) 0( 0) 0( 0) 109

乳がん（C50）
手術（乳房）

乳腺悪性腫瘍手術（乳房切除術，単純乳房
切除術)

31(11.3) 113(41.1) 104(37.8) 11( 4.0) 16( 5.8) 275

乳腺悪性腫瘍手術（乳房部分切除術) 57(11.3) 189(37.5) 215(42.7) 15( 3.0) 28( 5.6) 504
乳腺腫瘍摘出術/乳管腺葉区域切除術 2( 4.3) 19(41.3) 18(39.1) 4( 8.7) 3( 6.5) 46
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たがって，各地域の現在のがん拠点病院の配置や非

がん拠点病院を含めた各がん部位のその地域のがん

診療機能を十分に評価する必要がある。その点を考

慮せず，一律にすべての二次医療圏にがん拠点病院

を整備することは都道府県からの補助金の交付や診

療報酬上の加算を受けられるがん拠点病院制度の側

面から効率的でない可能性がある。

本研究の限界は 4 点あると考える。1 点目は健保

組合加入者を対象にしており，対象集団の年齢の

ピークが30～50歳代にあることである。この結果，

高齢のがん患者に比べ併存疾患が少ないことや年齢

によるがんの病態や進行度の違いが受療医療施設の

分布に影響している可能性がある。レセプトデータ

では検査の結果はわからないため，本研究では併存

疾患やがんの進行度は考慮できていない。また，健

保組合加入者という特性から勤労者とその家族が主

な対象のため，がん患者本人や家族の就労の状況が

受療医療施設に影響している可能性もあろう。2 点

目はがん患者の絞り込みの際の誤分類のため，各が

ん部位の患者を正しく分けていない可能性と本研究
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で初回治療と分類した治療にがんの再発に対する治

療であったものが含まれている可能性である。手術

や内視鏡治療では治療対象臓器と傷病情報の ICD

10コードが一致していることを確認して分類した

が，放射線治療，化学療法，外来化学療法では対象

臓器が特定できない。このため，放射線治療，化学

療法，外来化学療法は必ずしも分類したがん部位に

対して行われたとはいえない。さらに本研究で分類

した 5 大がん患者には 5 大がん以外のがんが併存し

ている場合も含まれている。また，本研究では分析

したレセプトデータ期間以前から継続的にがん治療

を受けていた患者を除くため 6 か月間がんの治療が

なかったものを対象にしているが，実際にはがんの

再発治療だった治療が初回治療と分類されている可

能性がある。3 点目は，本研究で用いたデータでは

患者と医療施設の住所情報などの地理情報は含まれ

ておらず，各都道府県や二次医療圏の特徴をふまえ

た解析ができていない点である。4 点目は大・中病

院，小病院，診療所のそれぞれの医療施設群の中で

も大小さまざまな規模の医療施設があるが十分に分

けられていないことである。とくに大・中病院では

その役割や診療機能に大きな違いがあると考えられ

るが，それらを考慮できていない可能性がある。

がん患者の受療医療施設と治療を含めた受療行動

分析の今後の研究課題として，非がん拠点病院で治

療を受けているがん患者の居住地域と医療施設の所

在地域を考慮した受療行動の分析が挙げられる。が

ん拠点病院を十分に受診できる状況で非がん拠点病

院を選択したのか，がん拠点病院に受診が容易にで

きない状況で非がん拠点病院を選択したのかを分析

することである。このような資料があれば，がん診

療体制の確保に向け具体的な医療政策の提言につな

がっていくと考える。

健康保険組合レセプトデータによってがん患者の

受療医療施設の分布を分析した本研究では，がん部

位や治療内容，治療術式と年齢によってがん患者の

受療医療施設の分布には違いがあるというがん患者

の受療行動の現状を示した。今後のがん診療体制の

確保に向けた医療政策の検討では，各がん部位や治

療の特徴を十分に考慮することが重要である。

本稿は東京大学大学院医学系研究科専門職学位課程の

平成25年度課題研究論文を加筆，修正したものである。

研究の遂行にあたり，貴重な御意見を賜った公共健康医

学専攻，公衆衛生学教室・健康医療政策学分野および国

立がん研究センターがん対策情報センターの諸先輩方に

深謝いたします。なお本研究の一部は平成25年度がん研

究開発費「がん臨床情報データベースの構築と，その活

用を通じたがん診療提供体制の整備目標に関する研究」

より助成を受けた。

(
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Cancer treatment situation in Japan with regard to the type of medical facility
using medical claim data of Health Insurance Societies

Hirokazu TANAKA, Fumiaki NAKAMURA, Takahiro HIGASHI2and Yasuki KOBAYASHI

Key wordscancer patient, cancer treatment, designated regional cancer hospitals, patient behavior,
medical claims, Cancer Control Act

Objectives Analyzing the cancer treatment situation in Japan is an important public health issue, especially
because of increasing crude cancer morbidity in a rapidly aging society. This study aimed to exa-
mine where cancer patients received treatment, with special attention to designated regional cancer
hospitals, and the treatment modality they received.

Methods Using health insurance claim data (1,064,875 subjects on December 2011) managed by the Japan
Medical Data Center, we included patients that received treatments for stomach, colon, liver, lung,
or breast cancer, the most common cancers in Japan, between 2005 and 2011. We divided the medi-
cal facilities where they were treated into ˆve groups: prefectural designated regional cancer
hospitals, local designated regional cancer hospitals, large/medium hospitals (100 beds), small
hospitals (2099 beds), and clinics (019 beds). We calculated the percentage of patients treated at
each type of medical facility with diŠerent treatment modalities.

Results The study included 2,901 patients. In total, 43.9 patients were treated at designated regional
cancer hospitals (prefectural or local). This percentage was the highest for lung cancer (60.0) and
the lowest for colon cancer (31.3). Surgeries for liver cancer (67.6) and lung cancer (61.9)

were performed more at designated regional cancer hospitals (prefectural or local) than surgeries for
stomach cancer (45.5), colon cancer (40.1), and breast cancer (49.8). Some procedures
were performed at small hospitals or clinics (surgery for stomach cancer [9.4], surgery for breast
cancer [9.3], endoscopic procedures for stomach cancer [14.1] and colon cancer [40.6],
and chemotherapy for breast cancer [11.4]). Colon and breast cancer patients treated at prefec-
tural designated regional cancer hospitals or clinics were younger than those treated at other types of
facilities.

Conclusion The distribution of facilities at which cancer patients received treatment diŠered signiˆcantly
according to cancer site, treatment modality, and patient age.
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